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公益社団法人新潟県社会福祉士会 
  



公益法人会計上の事業区分 法人 

活動

方針 

■基本方針 

社会福祉の援助を必要とする新潟県民の生活と権利を擁護する事業、社会福祉に関する知識

及び技術の県民への普及・啓発を行うとともに、社会福祉士の質的向上を図り、新潟県内の社

会福祉の増進に寄与するという本会の目的を堅持する。併せて、公益法人制度改革の趣旨を念

頭に置き、組織及び事業の両面において効率化をすすめ、社会貢献を意識したより一層公益性

の高い事業運営に努めていく。 

■2020年度の重点事項 

【コロナ禍における「学びの機会の提供」を継続】 

 新型コロナウイルスの感染拡大の状況を受け、当会では 2020 年度当初から会議・研修に

Zoom を活用し、可能な限り会運営を計画通りに運営できるよう努めてきた。2021 年度も、会

員等が安心して活動に参画できるよう会議・研修は Zoom を活用したオンライン形式を主とし

て実施していく。 

 地域においてソーシャルワーク機能を意識化しながら発揮していける社会福祉士の育成に向

け、当会の役割と活動、運営体制のあり方を検討した「研修の在り方検討会」（2019年度から

2020年度にかけて実施）では、現在の組織体制下で研修機会の確保を継続することが会員支援

には適当であるとの見解が出されたところである。現行の組織体制での運営を継続していくと

ともに、2020年度から開始した「新たな認定研修プログラム策定プロジェクトチーム」におい

て新しい研修プログラムも検討・開発していく。 

【会員の専門性の地域還元】 

 各地域のさまざまな機関から、会員である社会福祉士を委員や講師等として推薦してほしい

という会への依頼は年々増加している。このような社会福祉士への地域ニーズにこたえられる

よう、人材の把握や育成に取り組んでいく。 

【会員拡大と、会員の会活動への参画の促進】 

組織の基盤強化・活性化のため、引き続き会員拡大に向けた取り組みをすすめる。事務局だ

よりやホームページ、Facebook 等で会の様子を積極的に発信するとともに、日本社会福祉士

会等から提供される各種情報を随時ホームページ（会員専用ページ）に掲載するなど、会活動

への興味・関心を持ってもらえるよう取り組む。紹介キャンペーン等の入会促進活動も継続す

る。 

また、各部門の運営委員や研修の協力員の公募などにより会員の会活動への参画を促進す

る。 

活動

評価 

■ コロナ禍における当会全体の業務執行状況 

地域における包括的支援体制の構築に向けた社会福祉士のソーシャルワーク実践が期待されて

おり、当会会員である社会福祉士がそれぞれの地域や福祉領域でソーシャルワーク機能を発揮す

ることができるよう支援することが職能団体としての重要な役割と捉え、2021 年度の事業活動を

推進した。 

特に、会員向け活動の主軸となる研修と、企画運営のための会議等については、新型コロナウ

イルス感染予防に留意し、前年度よりオンライン形式での実施体制を整備し、2021 年度当初から

事業計画に基づく各部門の会議・研修等を対面での集合形式と同等レベルの内容で実施した。全

般的にオンラインの利便性からコロナ禍以前を超える参加をいただいた。 

また、事業活動部の地域生活定着支援センター事業や福島県復興支援員業務等の委託事業は、

人員体制を強化し、コロナ禍においても一定の実績を上げており、「あいエイド新潟」が担当す

る評価事業についても、前年度の活動の休止の影響もあり高い実績となった。 

こうした各部門別の活動が活性化する一方で、事業活動全体の進捗管理や業務執行上の課題に

迅速に対応する仕組みが不十分であったことから、11 月より正副会長と事務局による定例会議

（総合企画会議）を開催している。各部門の課題の共有し検討するとともに、事業規模に応じた

組織体制と事務分掌について協議している。 

■ 会員拡大と会員の会活動への参画の促進の取組 

ホームページや Facebook、各種イベントを通じて当会の活動紹介と活動への参画について広

報した。また、入会促進活動として「紹介キャンペーン」を継続した。次年度の日本社会福祉士

会の入会促進キャンペーンにも賛同し、実施するための準備を進めている。 

会員の状況（2022.3 月末現在） 

正会員 1,289 名 

賛助会員 1 団体 

準会員 4 名 



通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

会員定時総会 6 月 12 日（土） 
新潟ユニゾンプラザ 
※書面決議を推奨 

理事会 

5 月 14 日（金） 

8 月 27 日（金） 

11 月 19 日（金） 

2 月 25 日（金） 

オンライン（Zoom） 

内部役員会 

4 月 27 日（火） 

8 月 6 日（金） 

10 月 29 日（金） 

2 月 4 日（金） 

オンライン（Zoom） 

総合企画会議（会長、副会長、事務局

長、次長 ※必要時は当該事業担当理事も

参加） 

12 月 16 日（木） 

2 月 17 日（木） 

3 月 17 日（木） 

新潟ユニゾンプラザ 

日本社会福祉士会総会 
6 月 19 日（土） 

10 月 2 日（土）※臨時 

オンライン（Zoom） 

渡辺会長出席 

日本社会福祉士会会長会議 10 月 2 日（土） 

オンライン（Zoom） 

遠藤副会長・丸山副会長が

代理出席 

関東甲信越ブロック社会福祉士会

連絡協議会 
2 月 19 日（土） 

オンライン（Zoom） 

丸山副会長が出席 

甲信越社会福祉士会（長野・山

梨・新潟）連携会議 
12 月 4 日（土） 

オンライン（Zoom） 
渡辺会長、遠藤副会長、丸山副会

長、生涯研修センター・森委員、

事務局長、次長が参加 

その

他 

■入会促進活動 

 紹介キャンペーンによる入会者 21 名（新入会者 21 名、紹介者 21 名に研修クーポン配布） 

養成校への働きかけ（入会案内配布、会員予備軍募集）を実施 

■会員の倫理および行動規範に関して 

 会員への倫理綱領・行動規範等の周知、会員への苦情等があった場合の対応 など 

■自主活動支援制度 

 会員が他の会員や社会福祉士、社会福祉関係者・関係機関等とのネットワーク構築や研鑚を行

う自主的な活動を支援（経費補助、広報の支援など／自主活動支援ガイドラインに基づく） 

■外部機関からの依頼に基づく講師・委員の推薦・派遣 

・新潟県社会福祉協議会評議員／渡辺陽一会長 

・新潟県福祉人材センター運営委員／渡辺陽一会長 

・新潟市社会福祉協議会評議員／丸山径世副会長 

・新潟県社会福祉審議会委員／遠藤真一副会長 

・新潟県介護人材確保対策会議／渡辺陽一会長 

・新潟県福祉サービス運営適正化委員会委員／地引文貴会員 

・新潟県日常生活自立支援事業契約締結審査会委員／松山茂樹会員 

・新潟県人権施策推進懇談会委員／遠藤真一副会長 

・新潟県老人福祉施設協議会理事／國兼明嗣理事 

・にいがた被害者支援センター令和 3 年度支援活動員採用時養成講座講師／井上基之理事 

・新潟県福祉保健部高齢福祉課介護人材係「管理者研修」パネリスト／渡辺陽一会長 

・新潟医療福祉大学 令和 3 年度非常勤講師／田崎基事務局長、田中保雄会員 

 ・新潟県社会福祉協議会「福祉団体懇談会」／渡辺陽一会長 

 ・令和 3 年度第 2 回新潟市病院事業運営審議会／小山弓子会員 

■日本社会福祉士会への支援と連携（公益法人会計上の事業区分「その他事業／日本社会福祉士会への支援・

連携」） 

47 都道府県社会福祉士会で構成される法人である日本社会福祉士会への支援と連携を必要に応

じて随時実施（日本社会福祉士会の委員会への委員派遣、調査研究への協力、委託研修（基礎

研修、成年後見人材育成研修等）の受託、その他） 

・都道府県ぱあとなあ概況調査（年 2 回） 



・地域共生社会の実現に向けたソーシャルワーク実践力養成研修（講師養成研修）への参加派

遣／國兼明嗣理事、小池由佳理事、廣川真之輔理事 12 月 26 日（オンライン） 

・日本社会福祉士会事務局代表者会議参加／田崎事務局長、齋藤事務局員 2 月 20 日（オンラ

イン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 成年後見・権利擁護事業（権利擁護センターぱあとなあ新潟） 

活動

方針 

2020年度は、会員支援の充実として「受任者養成のためにゼロイチアクションの検証および拡

充」「地域や組織の中で権利擁護を進めていく人材としての会員支援」「関係機関との連携強

化」「成年後見制度利用促進基本計画の速やかな実施」を柱として活動を行う予定であったが、

コロナ禍により、様々な活動が制限される結果となった。そのような中でも、成年後見人材育成

研修を、オンラインを活用して開催できたことについては今後の活動の指標として評価できると

考える。 

また、ここ数年の急激な受任依頼の増加に対し、ぱあとなあ新潟名簿登録者の協力により受任

者の調整を行ってきたが、1 人の後見人等が数十件と多くのケースを受任し後見人等に大きな負

担がかかってしまった状況、急病等での交代調整における組織的な限界などをふまえて、ぱあと

なあ新潟が組織的に対応できる限界値をふまえて会員の受任調整に一定の目安を設けつつ、適切

な権利擁護と成年後見人等の育成に努めていくための基本方針と推薦基準を策定したところであ

る。  

2021年度は、基本方針と推薦基準に基づく受任調整（受任候補者の推薦）を行い利用者の権利

擁護に寄与するとともに、地域や組織の中で権利擁護を進めていく人材としての会員支援の充実

に注力していく。また、地域の中で関係機関と連携し、共生社会及び地域包括ケアシステムの構

築の実現に向け、引き続き、成年後見制度利用促進基本計画の速やかな実施にむけて取り組んで

いく。 

活動

評価 

 受任調整については、基本方針と推薦基準に基づき実施したところではあるが、給源不足の感

は否めずお断りをする件数が増加している。 

 そのため、地域の中での受け皿の拡充について、県や県社協、家庭裁判所との協議を進めると

ともに、各市町村に対して体制整備アドバイザー（県事業。2021 年度は県社協が受託）として会

員を派遣し、市町村単位での成年後見制度利用促進基本計画の実行に向けて協力を行なってき

た。 

 また、権利擁護の基盤の拡充強化のために、三士会（弁護士、司法書士、社会福祉士）で協力

し、各地域での体制整備アドバイザーや協議体の委員等として実働できる会員を各会から市町村

単位で選出し名簿を作成した。今後は三士会会員が各市町村で協働していけるようにネットワー

クの強化を図っていく必要がある。 

ぱあとなあ会員数（養成

研修修了者総数） 
394 名 うち、名簿登録者 258 名 2022 年 3 月末日時点 

受任件数 
815 件 うち、法定後見 806 件 2022 年 1 月末日時点 

（2月度定期報告参照）  任意後見 9 件 

2021 年度新規受任依頼

受付 

209 件 うち、推薦 70 件 

2022 年 3 月末日時点 
 断り 133 件 

 取下げ 3 件 

 調整中 3 件 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主た

る活

動 

（研

修以

外） 

内容 実施概要 

成年後見人候補者名簿管理、 

成年後見人等推薦業務 

上記参照 

活動報告（定期：8 月、2 月／随時）、業務監査 

会員や関係機関からの相談対応 本部運営委員、各地区運営委員により随時対応 

普及・啓発活動 市町村・関係機関等の各種会議等での普及・啓発 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

運営委員会（全体委員会） 

5 月 29 日（土） 

8 月 18 日（水） 

2 月 18 日（金） 

オンライン（Zoom） 

運営委員会（本部委員会） 
7 月 1 日（木） 

12 月 9 日（木） 
オンライン（Zoom） 

日本社会福祉士会「ぱあとなあ」

担当者会議 
11 月 6 日（土） 

オンライン（Zoom） 

渡辺理事出席 



関東甲信越ブロック「ぱあとな

あ」担当者会議 
1 月 22 日（土） 

オンライン（Zoom） 

渡辺理事、山田委員、寺口

委員出席 

成年後見制度利用促進に係る意見

交換会（県・県社協・専門職団

体） 

①4 月 21 日（水） 

②10 月 21 日（木） 

③1 月 28 日（金） 

オンライン（Zoom） 

家事関係機関と家庭裁判所との連

絡会議 
2 月 4 日（金） 

オンライン（Zoom） 

信也理事、寺口委員出席 

部門

が主

催す

る研

修 

研修名 実施日 参加人数 実施方法・会場 

地区研修 

（下越）7 月 10 日（土） 

    10 月 2 日（土） 

    12 月 11 日（土） 

    2 月 5 日（土） 

10 名 

7 名 

6 名 

7 名 

新発田ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

同上 

同上 

オンライン（Zoom） 

（新潟）6 月 26 日（土） 

    9 月 18 日（土） 

    12 月 25 日（土） 

    3 月 26 日（土） 

16 名 

20 名 

20 名 

18 名 

オンライン（Zoom） 

（中越）8 月 28 日（土） 

    1 月 22 日（土） 

18 名 

21 名 
オンライン（Zoom） 

（魚沼）8 月 7 日（土） 

    1 月 29 日（土） 

19 名 

4 名 
南魚沼図書館 

（上越）6 月 5 日（土） 

    9 月 4 日（土） 

    12 月 11 日（土） 

    3 月 12 日（土） 

10 名 

8 名 

18 名 

11 名 

上越市市民プラザ 

同上 

だいにちｽﾛｰﾗｲﾌﾋﾞﾚｯｼﾞ 

オンライン（Zoom） 

（佐渡）6 月 23 日（水） 

    10 月 30 日（土） 

    12 月 18 日（土） 

    3 月 12 日（土） 

9 名 

9 名 

6 名 

7 名 

新穂公民館 

同上 

佐和田中央会館 

新穂公民館 

ぱあとなあ新潟全体会 
1 5 月 28 日（金） 

2 5 月 29 日（土） 

39 名 

45 名 
オンライン（Zoom） 

実務者研修 実施見送り  

名簿登録研修 
9 月 26 日（日）および 10

月 23 日（土） 

30 名修了 

他、現任者 4

名受講 

オンライン（Zoom） 

成年後見関連専門職合

同研修 
実施見送り  

その

他活

動、

備考 

■外部への講師・委員等推薦・派遣 

・新潟県社会福祉協議会「地域における権利擁護体制の推進検討委員会」委員／渡辺信也理事 

・妙高市権利擁護支援ネットワーク委員会委員／桑原正史会員 

・上越市地域包括支援センター運営協議会委員／宮越亮会員 

・新潟市成年後見支援センター運営委員会委員／梨本光枝会員 

・新潟市日常生活自立支援事業契約締結審査委員／切替敦子委員 

・新潟市市民後見人養成研修講師／竹田一光会員、長谷川悦子会員、土田純一会員、小柳縁会

員、梨本光枝会員 

・新潟市障がい者地域自立支援協議会相談支援連絡会（権利擁護班）／寺口祐司委員 

・魚沼市社会福祉協議会法人後見事業運営委員会委員／枝村英一会員 

・上越市成年後見制度利用促進連絡連携会議委員／桑原正史会員 

・燕市社会福祉協議会福祉後見・権利擁護センター運営委員／山田一郎委員 

・柏崎市社会福祉協議会研修会「柏崎市における中核機関の機能と役割について～地域共生社会

の創造に向けて～」講師／渡辺信也理事 

・三条市社会福祉協議会法人後見運営委員／田崎基事務局長 

・成年後見利用促進等に係る体制整備アドバイザー派遣（県事業・県社協が運営） 

  ・燕市   山田一郎委員 

・十日町市 春川さとみ会員、高橋愛会員 



  ・津南町  高橋愛会員 

  ・湯沢町  高野八千代会員 

■他団体との会議等 

 ・成年後見利用促進に係る体制整備に向けた専門職派遣に関する説明会・打ち合わせ会（新潟

県弁護士会、リーガルサポート新潟県支部、ぱあとなあ新潟）10 月 27 日 

 ・新潟市社会福祉協議会「成年後見制度推進ネットワーク会議」1 月 14 日 寺口祐司委員 

 ・新潟家庭裁判所「家事関係機関と家庭裁判所との連絡協議会」2 月 4 日 渡辺信也理事、寺

口祐司委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 虐待対応事業（虐待対応委員会） 

活動

方針 

■高齢者虐待に対して 

・「高齢者虐待対応専門職チーム」（弁護士、社会福祉士）として、市町村および地域包括支

援センターの実施する権利擁護業務への支援を行う（個別事案へのチーム派遣、事例検討会

の実施支援、研修企画への助言、電話相談）。 

・新潟県高齢福祉保健課から委託予定の「地域包括支援センター職員等研修（初任者研修）」

「高齢者虐待防止研修（要介護施設管理者・研修担当者等向け）」について、会員活動部・

高齢者支援班が担う企画・運営へのサポートを行う。 

■障害者虐待に対して 

・「障がい者権利擁護チーム」（弁護士、精神保健福祉士、社会福祉士）として、市町村及び

障害者基幹相談支援センターからの障害者の権利擁護事案（虐待や差別等の事案）につい

て、新潟県からの依頼を受け「障害者虐待防止支援専門員」を派遣し支援を行う。（事例検

討会の実施支援、障害者虐待防止及び権利擁護に係る体制整備や研修企画への助言等） 

 ・専門職団体としての障害者虐待対応に関する市町村等への支援のあり方について、チームで

継続的な意見交換・事例検討、虐待防止研修を企画する。 

 ・障害者虐待防止の推進のため、障害の施設・事業所の運営基準の見直しがなされ、令和 4 年

度より従業者への研修実施や委員会の設置等が義務化される。当会でも、施設・事業所向け

に障害者の権利擁護に関する研修プログラムを検討する（令和 3 年度中にプログラム策定／

本内容は虐待対応委員会と障害者支援班で共通の活動内容とする） 

活動

評価 

 高齢者虐待について、虐待対応専門職チームはケース検討から派遣へ有効的に機能できたと評

価する。その中で虐待対応の最前線を担う専門職の技術向上につながる研修の必要性や、アセス

メントシートの更なる活用の必要性といったニーズをとらえることができ、来年度に向けて検討

や企画を継続してゆく。 

 障害者虐待については弁護士会・精神保健福祉士協会と協働して、支援専門員制度の在り方の

検討や更なる活用について検討した。来年度は新潟県と振り返りも行い、障がい者権利擁護チー

ムを更に活用してもらえるような体制を検討してゆく。 

■高齢者虐待対応専門職チーム活動状況 2022 年 3 月末日時点 

市町村および地域包括支援センターにおける高齢者の権利擁護対応への後方支援 （※新潟県弁護士会と当会による

高齢者虐待対応専門職チームによる相談対応／「新潟県高齢者権利擁護相談支援事業」として実施） 

1 アセスメントシートによる相談 9 件  

 
対応

内訳 

●ケース検討等へのチーム派遣 7 件 

●来所相談 2 件 

●電話での回答 0 件 

2 電話相談 2 件  

3 事例検討会の実施支援 1 件  

4 研修企画へのアドバイス 0 件  

■障がい者権利擁護チーム活動状況 2022 年 3 月末日時点 

市町村における障がい者の権利擁護対応（差別事案含む）への後方支援 （※新潟県弁護士会、新潟県精神保健福祉

士協会と当会による障がい者権利擁護チームによる相談対応） 

1 相談への対応 6 件  

 
対応

内訳 

●県障害者虐待防止支援専門委員として派遣 3 件 

●電話対応 件 

●その他 3 件 

定例

会議

等 

会議名 開催日 実施方法・会場 

虐待対応委員会 
1 月 13 日（木） 

2 月 2 日（金） 
オンライン（Zoom） 

高齢者虐待対応専門職チーム運営協

議会 
2022 年 4 月以降実施予定  



障がい者権利擁護チーム会議 

5 月 6 日（木） 

12 月 17 日（金） 

3 月 18 日（金） 

オンライン（Zoom） 

部門

が主

催す

る研

修 

研修名 実施日 実施方法・会場 

高齢者虐待対応初任者研修（市町

村・地域包括支援センター職員対

象） 

11 月 4 日（木）および 11

月 12 日（金） 
オンライン（Zoom） 

虐待対応合同事例検討会（高齢・障

害チーム合同研修会） 
実施見送り  

その

他活

動、

備考 

■他団体との会議等 

・日本社会福祉士会・都道府県ぱあとなあ連絡協議会 11 月 6 日（土） 

  古澤圭理事、佐藤正枝委員、峯嶋直美委員、宮下美知子委員参加  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 地域密着型サービス外部評価事業、福祉サービス第三者評価事業（外部評

価機関あいエイド新潟） 

活動

方針 

2020年度は新型コロナウイルス感染拡大に伴い、第三者評価事業、地域密着型サービス外部評

価事業ともに評価実施の中止、延期が相次ぎ、下半期に予防策をとりながら再開したものの、

2021 年度については見通しが難しくなっている。 

■地域密着型サービス外部評価事業については、介護保険制度の見直しに伴い、外部評価機関に

よる評価実施に加え、運営推進会議を活用した評価実施も認められる方向であり、専門性、客

観性を持った外部評価調査員による評価のメリット、自己評価を裏付ける担保としての価値を

打ち出す機会を持ちながら事業を継続していきたい。 

■第三者評価事業については、感染拡大防止策として社会的養護施設の評価実施期間が延長され

たことに伴い、2021 年度の計画に盛り込みながら情勢に応じて実施できるようにしていきた

い。 

活動

評価 

■地域密着型サービス外部評価事業 

 介護保険制度の見直しに伴い、運営推進会議を活用した評価実施も認められ、当評価機関への

申込数の減少を予想していたが、実際には例年並みの件数となった。年度後半になってからの申

込が多く、当初は運営推進会議での実施を検討していたが外部評価機関への申込に切り替えたと

いう事業所が多かったと考えられる。 

 コロナ禍での実施となり、利用者と一緒に食事をとらないようにしたり、利用者の居室など生

活空間への立入りが制限されるなどの状況があり、視認による情報把握がしにくかった評価もあ

った。 

■第三者評価事業 

 社会的養護関係施設の第三者評価については、令和 2 年度に実施を見合わせ 1 年度間延長した

施設が多かったことから、今年度の評価件数が増加した状況がある。 

 コロナ禍での実施となり、評価プロセスの一部（説明会、利用者調査、職員ヒアリング）にオ

ンライン（Zoom ミーティング）を活用するなどもした。しかし、事業所への訪問による資料や支

援現場の視認などは必須のため、滞在時間の短縮、利用者の生活空間への立ち入り制限等の上で

の評価となり、判断根拠となる事実情報の収集に苦慮した状況があった。 

■地域密着型サービス外部評価実施状況（訪問調査実施件数） 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

0 0 1 3 1 6 5 8 7 7 6 8 
 

■福祉サービス第三者評価実施状況（2022年 3月末日時点） 

 評価確定 

保育所・こども園 あたごとまとこども園、きららおひさまこども園 

障害者・児施設（事業所） 守門の里、やいろの里、なないろ、ひろかみ工芸 

高齢者施設（事業所） 新穂愛宕の園（特養・短期） 

社会的養護関係施設 （児童養護施設）新潟天使園、上越市若竹寮、新潟県若草寮、聖母愛児園 

（乳児院）聖母乳児院 

（母子生活支援施設）ふじみ苑 
 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

運営委員会 1 月 29 日（土） オンライン（Zoom） 

部門

が主

催す

る研

研修名 実施日 実施方法・実施会場 

第三者／初任者・現任者研修 1 月 29 日（土） 
オンライン（Zoom）／8名

参加 

地域密着／事業所向け説明会（自

己評価の活かし方を中心に） 
実施見送り  



修 

第三者／出前講座（自己評価の効

果的な実施方法や活かし方） 

①（福）青空会 

10 月 8 日（金） 

②かなやの里（グループホー

ム・行動援護） 

 12 月 6 日（月） 

①すずかけ（村上市） 

 

②上越市市民プラザ 

その

他活

動、

備考 

■外部への講師・委員等推薦・派遣 

・新潟県福祉サービス第三者評価調査者養成研修講師：猪俣陽子委員 

・新潟県福祉サービス第三者評価事業所説明会講師：猪俣陽子委員 11 月 11 日 

・全国社会福祉協議会 社会的養護関係施設評価調査者「継続」研修：2022 年 2 月末～3 月 2 日

（動画配信＋ライブ配信）調査者 5 名を参加派遣 

・全国福祉サービス第三者評価調査者連絡会「評価調査者研修」講師：猪俣陽子委員 2 月 6 日、

田崎事務局長 2 月 20 日 

■他団体との会議等 

 新潟県福祉サービス第三者評価機関意見交換会：猪俣陽子委員、事務局が参加 1 月 31 日 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（福祉的な支援を必要とする矯正施設の退所予定者の社

会復帰の支援を行う事業） 

事業内容（部門） 地域生活定着促進（事業活動部・新潟県地域生活定着支援センター） 

活動

方針 

■個々のケースへの支援力向上 

一人ひとり抱える課題は様々であり、個別に柔軟な対応が求められている。支援者側の幅広い

知識・経験を持って対象者の支援にあたる。 

■ネットワーク構築 

個別の支援ケースを多角的に、あらゆる社会資源を活用して支援していくために、「医療」

「障がい」「高齢」「行政」「全国の定着支援センター」「矯正施設」「保護観察所」「司

法」「その他社会資源」等の各関連機関とのネットワークを構築していく。 

■広報活動・啓発活動 

地域生活定着支援センターの役割を広く伝える。 

刑事施設等から社会復帰しようとする人に対する障壁を取り払い、その人の持つ権利を護り、

また、適切に行使できるよう地域の支援者・関係者の理解を得るための活動を行なう。 

活動

評価 

■体制の強化ついて 

令和 3 年度から新規に被疑者等支援業務が事業をして位置づけられた。それに伴い、職員 3 名

増員し、6 名体制で体制強化を図った。令和 4 年度は 5 名体制となったが、今後も人材育成を

行うと共にセンター運営の安定化を目指したい。 

■被疑者等支援業務について 

個別ケースや 4 者会議を通して、システム作りを行った。また、周知を図るために基調講演に

は厚労省社会援護局矯正施設退所者地域支援対策官の伊豆丸氏に講演いただき、地方検察庁、

保護観察所の力を借りながら研修を行うことができた。今後も引き続きシステム作りや啓発活

動を行っていきたい。特に弁護士会との連携を図っていきたい。 

■実績について 

以下のとおり。矯正施設退所者については昨年度並みの実績である。今後も円滑に業務を遂行

するため、地域ネットワークの強化をしていきたい。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主た

る活

動 

内容 概要 2022 年３月３１日現在 

コーディネート業

務 

保護観察所からの依頼に基づき、矯正施設等の退所予

定者に対して、関係機関と連携しながら福祉サービス

等の調整を行う 

支援継続中   １７ 件 

支援終了     ４４ 件 

フォローアップ業

務 

コーディネート業務で調整した対象者が地域でより良

い生活を送れるように、一定期間、関係機関等と協働

して生活状況の確認や必要な助言を行います。 

支援継続中   ３８ 件 

支援終了     ２８  件 

相談支援業務 

矯正施設等から退所した方の福祉サービス等の利用に

関して、本人や関係者からの相談に応じ、助言やその

他必要な支援を行います。 

件数 

うち入口支援 

３０ 

１１ 

件 

件 

被疑者等支援業

務 

刑事司法手続きの入口段階にある被疑者・被告人等で

高齢又は障害により自立した生活を営むことが困難な

方に対して、釈放後直ちに福祉サービス等を利用でき

るように支援を行います。 

件数 １９ 件 

地域ネットワーク

強化の業務 

・福祉事業者巡回開拓（※１） ４０ 件 

・地域福祉支援検討会（※２） ８７ 件 

・地域福祉研修の実施（※３） ２１ 件 

※１「福祉事業者巡回開拓」とは、地域の福祉資源を広く的確に把握して支援協力者

の確保を図ると共に本事業への理解を深めることで円滑な地域移行につなげるた

め、地域にある福祉関係の事業所等を巡回訪問する取り組みである。 

※２「地域福祉支援検討会」とは、地域社会の支援対象者への理解を促進し、円滑な

調整・支援及び地域生活への定着に資することを目的に行う地域の関係者を交えた

事例を基にした支援検討会である。 

※３「地域福祉研修の実施」とは、支援対象者を受け入れた福祉事業者及び今後の支

援対象者の受入れが予想される福祉事業者等に対し、支援対象者への福祉支援のノ

ウハウを広く共有することを目的に行う研修であって、地域で行う取り組みであ

る。 



定例

会議

等 

会議名 開催日 開催場所 

連絡調整会議 4 月 23 日（金）、5 月 27 日（木） 

6 月 14 日（月）、7 月 12 日（月） 

10 月 14 日（木）、11 月 29日（月） 

1 月 27 日（木）、2 月 24 日（木） 

3 月 4 日（金） 

新潟刑務所 

定例実務者会議 7 月 9 日（金） 新潟刑務所 

対象者協議会 3 月 書面開催 

関東甲信越センター長会議 5 月 25 日（火）、10 月 7 日（木） 

3 月 31 日（木） 

ZOOM 

被疑者等支援業務 4 者会議 5 月 24 日（月）、10 月 11 日（月） 新潟保護観察所 

その

他活

動、

備考 

・全国地域生活定着支援センター協議会 政策実務部会 部会長 （令和３年６月末で任期満

了）5/19 部会会議、8/13 打ち合わせ会議（引き継ぎ） 

・地域生活定着支援センターとの連携を中心とした障害者の入口支援を効果的に実施する方法に

関する調査研究 調査研究検討員 （検討委員会年 3 回） 

・新潟市中央区障がい者地域自立支援協議会 委員  

・新潟市障がい者地域自立支援協議会全体会 委員 

・新潟市障がい者地域自立支援協議会 相談支援連絡会 会長 

・県内各種団体が主催する講演会および研修会への講師派遣 

・全定協（※４）、他県定着支援センター等が主催する研修会および司法福祉に関する研修への

参加 

・NPO 法人 PandA-J 「Keep Safe」プログラムの参加 

 

※４「全定協」とは、全国地域生活定着支援センター協議会の略称 

 

・認定研修（支援者のための司法福祉研修）更新申請提出（10 月） 

・「司法福祉研修会（オンライン）」開催 2021 年 11 月 30 日／113 名が参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士の専門性を高めるための事業（生涯研修センター） 

活動

方針 

所属する会員が社会福祉士の職務に関する知識及び技術の向上、倫理及び資質の向上のた

めに、生涯にわたって研鑽を重ねることを目的とした『日本社会福祉士会生涯研修制度による

研修』を企画・運営する。 

 ●生涯研修制度の基礎課程「基礎研修Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ」をオンラインにて開催する。 

 ●基礎研修Ⅰ集合研修①、新入会員向けに会の活用などを周知する場の設定。 

 ●基礎研修Ⅱ、Ⅲについて、やむを得ず受講できなかった受講生に配慮し、近隣県で受講が出

来るように他県との相互受講が出来るように調整を行う。（オンラインでの参加など） 

 ●運営委員による講座のファシリテーション・運営スキルの向上を図る。 

活動

評価 

 完全オンラインでの「基礎研修Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ」を講師や生涯研修センター運営委員、事務局の協

力を得て開催（実施日、参加人数などは下記参照）。 

オンラインならではの他県振替などにも対応するとともに補講にも対応した。 

昨年度同様に、基礎研修Ⅰにおいて「新潟県社会福祉士会活用ガイド 2021」を使い、新入会員

歓迎会として各事業担当理事から参加いただき活動紹介を行った。 

  オンラインに慣れていない受講生へのフォロー、Zoom 基本操作説明会＠朝活、夜活を開催し機

能の紹介は元より会員交流、情報交換の場につながった。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

運営委員会 
4 月 25 日（日） 

3 月 24 日（木） 
ユニゾンプラザ 

講師との打ち合わせ 

4 月 15 日（木）、5 月 9 日（日） 

5 月 20 日（木）、6 月 6 日（日） 

11 月 2 日（火）、3 月 11 日（金） 

3 月 21 日（月） 

ユニゾンプラザまたは

オンライン（Zoom） 

部門

が主

催す

る 

研修 

研修名 実施日 実施方法・会場 

基礎研修Ⅰ（集合研修 3 回） 

6 月 27 日（日）、10 月 10 日（日） 

1 月 15 日（土） 

※6/27 は新入会員歓迎会を兼ねる 

オンライン（Zoom） 

修了者 59 名 

基礎研修Ⅱ（集合研修 11 回） 

5 月 29 日（土）、5 月 30 日（日） 

6 月 26 日（土）、7 月 24 日（土） 

8 月 15 日（日）、10 月 23 日（土） 

10 月 24 日（日）、11 月 13日（土） 

12 月 11 日（土）、12 月 12日（日） 

1 月 16 日（日） 

オンライン（Zoom） 

修了者 61 名 

基礎研修Ⅲ（集合研修 11 回） 

5 月 23 日（日）、6 月 20 日（日） 

7 月 18 日（日）、8 月 21 日（土） 

9 月 18 日（土）、10 月 9 日（土） 

11 月 27 日（土）、11 月 28日（日） 

12 月 18 日（土）、1 月 23 日（日） 

2 月 19 日（土） 

オンライン（Zoom） 

修了者 33 名 

Zoom ミーティングの基本操作

説明会＠朝活、夜活 

6 月 26 日（土） 

①7:30～ ②19:00～ 

オンライン（Zoom） 

参加者 各 11 名 

その

他活

動、

備考 

■他団体との会議等 

 日本社会福祉士会生涯研修委員会議  

   第１回：4 月 11 日 稲田泰紀理事、森有子委員、事務局（畠山）参加 

   第２回：10 月 17 日 稲田理事、事務局（畠山）参加 

 

甲信越社会福祉士会（長野・山梨・新潟）連携会議 12 月 4 日 森委員参加 

 



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を

高めるための事業（企画部・法人研修班） 

活動

方針 

コロナ禍にあり、多様化する社会問題に立ち向かう時、社会全体でお互いを支え合い、寛容に

受け入れ、「ともに生きる」ことが強く求められている。このような社会を実現するために以下

の活動を掲げる。 

①令和 2 年度同様、社会福祉士の資質向上を図り、研修を通じて地域に「専門性」を普及・提

供・還元していく。「相談援助スキルアップセミナー」を始め、会員の声を反映し、地域や社

会に求められている研修を企画する。また、「福祉関係者のための成年後見活用講座（入門

編）（ステップアップ編）」の実施にあたり、各地域で権利擁護について、検討するきっかけ

となるよう働きかけていく。 

②新潟県医療ソーシャルワーカー協会、新潟県精神保健福祉士協会と合同で開催する「ソーシャ

ルワーカーデー」は学生と教職員、会員の皆さんの声を反映し、Zoom を活用し、鋭意工夫を

凝らし企画する。 

③総会時に開催する全体研修では、会が企画運営実施する全活動の報告機会を設け、全活動の

「見える化・分かる化・できる化（参加）」を企画する。 

活動

評価 

①「相談援助スキルアップセミナー」を始め、会員の声を反映し、地域や社会に求められている

研修を企画できた。 

②新潟県医療ソーシャルワーカー協会、新潟県精神保健福祉士協会と合同で開催する「ソーシャ

ルワーカーデー」は学生と教職員、会員の皆さんの声を反映し、YouTube や Zoom を活用し、開

催できた。 

③総会時に開催した全体研修では、会が企画運営実施する全活動の報告機会を設け、全活動の

「見える化・分かる化・できる化（参加）」を目指した。 

上記のように、会員の皆さまと当会の活動にご理解をいただいた皆さま方からのご協力をいた

だき、2021 年度の活動を概ね達成することができた。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

研修

等 

内容 実施概要 

ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー デ イ

（SWD）ニイガタ 2021 
※新潟県医療ソーシャルワーカー協会、

新潟県精神保健福祉士協会との合同開催 

1 オンラインイベント／7 月 17 日（土） 

 当日視聴者 70 名超 

2 YouTube でのソーシャルワーカーPR 動画配信 

 公開動画本数 18 本 

総再生回数 5,459 回 

YouTube チャンネル登録数 44 名 

              （2022 年 3 月末時点） 

全体研修 
6 月 12 日（土）の総会後にオンライン（Zoom）実施 

会の活動について担当理事から説明・報告 

若手のしゃべり場 Online 全国版 上記ソーシャルワーカーデイオンラインイベントとして実施 

福祉関係者のための成年後見活

用講座（入門編） 

成年後見制度利用促進法の施行、本人情報シートや意思決定支援

ガイドラインの導入などの制度・施策の動きのほか親族後見、専門

職後見人に加えて市民後見人や法人後見等の拡がりなど、現在の成

年後見制度を取り巻く状況をふまえ、以下のような視点盛り込んだ

プログラムとした。 

●地域の中で成年後見制度に限らない権利擁護支援を推進していた

だきたいこと 

●成年後見制度をより良く活用していただくために福祉関係者の方

に改めて伝えるべきこと（成年後見制度（成年後見人）ができる

こと・できないことなど含む） 

 

＊2022 年 1 月 28 日「成年後見利用促進に係る意見交換会」（新潟県

主催）にて、本講座を県、県社協、専門職後見人団体（弁護士会、

リーガルサポート、社会福祉士会）等での共催実施を提案。今後検

討していくこととなった。 

福祉関係者のための成年後見活

用講座（ステップアップ編） 

相談援助スキルアップセミナー 3 月 5 日（土）オンライン（Zoom）参加者 23 名 



定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

企画・運営会議 4 月 14 日（水） オンライン（Zoom） 

SWD 企画・運営会議 

4 月 7 日（水）、4 月 22 日（木） 

5 月 11 日（火）、5 月 19 日（水） 

5 月 26 日（水）、6 月 7 日（月） 

6 月 25 日（金）、7 月 8 日（木） 

7 月 12 日（月）、8 月 17 日（火） 

10 月 13 日（水）、1 月 12 日（水） 

2 月 2 日（水）、2 月 25 日（金）、 

オンライン（Zoom） 

成年後見活用講座企画・運営会

議 

9 月 7 日（火） 

※プログラムの見直し 
オンライン（Zoom） 

スキルアップセミナー企画・運

営会議 

9 月 24 日（金）、10 月 21 日（木） 

11 月 24 日（水）、1 月 14 日（金） 

2 月 9 日（水）、3 月 4 日（金） 

3 月 29 日（火）※反省会 

オンライン（Zoom） 

その

他活

動、

備考 

■外部への講師・委員等推薦・派遣 

・「ソーシャルワーカーデーinあきた」11月 27日（Zoom）丸山径世副会長、五十嵐康広委員派

遣（※新潟県の SWD 取り組みを紹介） 

■他団体との会議等 

・新潟県民医療推進協議会「新型コロナウイルス感染症にかかる意見交換会」2 月 24 日

（Zoom）丸山径世副会長出席 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を

高めるための事業（企画部・災害支援班） 

活動方針 

①2020 度から災害対応ガイドライン及び災害対応マニュアルの見直しの検討を行い、前者

については見直しを行った。後者については本年度も継続して検討して見直しを行い、実効

性のあるマニュアルを作成する。 

②2019 年度は災害被災地を会場に研修を実施したが、2020 年度はコロナ禍により実施でき

なかった。2021 年度は下半期に実施することとし、具体的な内容は 2021 年度上半期に検討

する。 

③県外の社会福祉士会及び新潟県災害福祉広域支援ネットワーク協議会と連携を図り、効果

的かつ効率的に支援活動が行える協力体制を構築する。 

活動評価 

① コロナ禍により会議を招集する機会が少なく、具体的な見直しを行なうことが出来なか

った。 

② 社会福祉士がつくる福祉事業所における BCP（事業継続計画）作成研修会～施設入所編

～を開催。参加者からの評価も高かったため、令和 4 年度も同内容で開催する予定。 

③ Web によるメリットを有効に活用して、日本社会福祉士会及び関東甲信越ブロック災害

関係会議等に多く参加し、情報収集を図った。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主たる活

動（研修

以外） 

内容 実施概要（件数、回数、ほか） 

災害対応マニュアル等の見直し 運営委員会議にて検討 

定例会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

運営会議 

9 月 3 日（金） 

1 月 11 日（火） 
※研修講師との事前打ち合わ

せ兼ねる 

オンライン（Zoom） 

部門が主

催する研

修 

研修名 実施日 実施方法・会場 

災害支援班研修 

「社会福祉士がつくる福祉事業所

における BCP（事業継続計画）作

成研修会～施設入所編～）」 

2 月 18 日（金） 

オンライン（Zoom） 

講師：後藤至功氏 

28 名参加 

その他活

動、備考 

■外部への講師・委員等推薦・派遣 

・にいがた災害ボランティアネットワーク 

令和 3 年度災害支援コーディネーター養成研修 12/16 

  五十嵐巧委員を講師派遣（「被災者に向き合った支援」）  

■他団体との会議等 

1 都道府県社会福祉士会災害担当者会議への参加（２回：オンライン） 

 2 月 27 日（日）本多博樹理事出席 

2 関東甲信越ブロック社会福祉士会災害連携会議への参加（２回：オンライン） 

 1 回目：8 月 31 日（火）本多博樹理事出席 

 2 回目：11 月 30 日（火）本多博樹理事出席 

3 新潟県災害福祉広域支援ネットワーク協議会 

 総会：7 月 12 日（月）渡辺陽一会長、事務局（畠山）出席 

4 新潟県防災局主催 避難行動要支援者個別避難計画推進会議 

 10 月 22 日（金）遠藤真一副会長出席 新潟県自治会館 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を

高めるための事業（会員活動部・高齢者支援班） 

活動

方針 

●各地区での勉強会は、地域における高齢者分野の支援者の学びのニーズなどをふまえ、各地区

年１～２回程度、オンラインも活用しながら実施する。 

●新潟県高齢福祉保健課から委託予定の「地域包括支援センター職員等研修（初任者研修）」

「高齢者虐待防止（BPSD 対応）研修（要介護施設管理者・研修担当者等向け）」の企画・運

営を行う。 

●会全体の「研修あり方検討会」「新たな認定社会福祉士認証研修プログラム策定プロジェクト

チーム」それぞれに参加しながら、高齢者支援班の今後の方向性を探る。 

活動

評価 

新型コロナウイルスの感染状況に左右されながらもオンラインでの対応を中心に運営してき

た。地区勉強会はオンラインでの実施にしたものの運営ノウハウの課題があり、全地区での実施

に至らなかったためオンライン運営のフォーマットを作成し円滑に実施できるようにした。次年

度は全地区開催できるようにしたい。 

新潟県から委託された研修については 2 つともオンラインでの実施となり、テーマへの関心の

高さとオンラインによる参加のしやすさもあったためか介護施設職員向け虐待防止（BPSD 対応）

研修については申込数が定員を大幅に超過した。そのため急きょ 1 回追加で 3 回開催となった。

両研修とも受託継続となるためさらに充実したものにしていきたい。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

運営委員会（全体会） 9 月 11 日（土） オンライン（Zoom） 

包括初任者研修講師打ち合わせ 5 月 11 日（火） オンライン（Zoom） 

作業部会（ＢＰＳＤ対応研修班） 4 月 3 日（土）、5 月 7 日（金） オンライン（Zoom） 

部門

が主

催す

る研

修 

研修名 実施日 実施方法・会場 

地区勉強会 

（下越）11 月 20 日（土）／29 名 

（県央）1 月 29 日（土）／21 名 

（魚沼）3 月 26 日（土）／55 名 

オンライン（Zoom） 

地域包括支援センター職員等研修

（初任者研修）【県委託】 

6 月 17 日（木）、6 月 21 日（月） 

（※2 日間）／79 名 
オンライン（Zoom） 

介護施設職員向け虐待防止（ＢＰ

ＳＤ対応）研修【県委託】 

（1 回目）5 月 17 日（月）／99 名 

（2 回目）5 月 26 日（水）／95 名 

（3 回目）10 月 28 日（木）／50 名 

オンライン（Zoom） 

その

他活

動、

備考 

■外部への講師・委員等推薦・派遣 

 ・新潟県介護支援専門員法定研修講師・ファシリテーター／宮下美知子会員 

 ・佐渡市指定管理者選定委員／伊澤宏二会員 

 ・長岡市地域包括ケア推進協議会委員／小坂井佑介会員 

 ・新発田市地域包括支援センター職員研修会 3 月 3 日／小山弓子会員 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を

高めるための事業（会員活動部・障害者支援班） 

活動

方針 

 2020 年度は、専門研修「障害者の生活支援研修(認定社会福祉士認証研修/障害分野 1 単位)」の

内容を検討してきた。また、オンデマンド配信プログラム「知的障がい者への理解」を撮影し、

公開を進めた。 

 2021 年度は、専門研修をより実践に即したものにしていくための検討をしていく。 

それと共に、時代の求める研修の企画・開催を行い、今年度は「アタッチメント障害（愛着不

全）」をテーマにしていきたい。 

若手ソーシャルワーカーや学生向けたオンデマンドによる障害の理解を深めるための継続した

取り組みとして、昨年度に引き続きオンデマンド配信によるプログラムを行っていく。今年度

は、「精神障がい者への理解(仮)」をテーマに作成・公開していく。 

また、障害者虐待防止の推進のため、障害の施設・事業所の運営基準の見直しがなされ、令和

4 年度より従業者への研修実施や委員会の設置等が義務化される。当会でも、施設・事業所向け

に障害者の権利擁護に関する研修プログラムを検討する（令和 3 年度中にプログラム策定／本内

容は虐待対応委員会と障害者支援班で共通の活動内容とする） 

活動

評価 

① 2021 年度は、「障害者の生活支援研修（認定社会福祉士認証研修／障害分野 1 単位）」の内

容の検討を行ない、認証申請を行なった。 

② 研修企画の段階でニーズの多かった「愛着障害研修」を実施することができ、多分野から

200 名近い参加を得ることができた。 

③ オンデマンド配信については、準備等を十分に行うため、引き続き「知的障害者の理解」に

ついて検討を行なった。 

④ 施設・事業所向けの障害者の権利擁護に関する研修プログラムについては、引き続き、虐待

対応委員会とともに検討を行なっていく。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

運営委員会 

9 月 22 日（水） 

10 月 6 日（水） 

1 月 21 日（金） 

2 月 18 日（金） 

オンライン（Zoom） 

認定研修検討会 メール（メーリングリスト）にて実施 

部門

が主

催す

る研

修 

研修名 実施日 実施方法・会場 

Zoom de 講座「愛着障害の理解と

支援の基本」（講師：和歌山大学 

米澤好史先生） 

2 月 27 日（日） 

オンライン（Zoom ウェビ

ナー） 

178 名が視聴 

精神障がい者の理解 

2020 年度から着手した「知的障がい者への理解」の作成が

継続しており、「精神障がい者への理解」作成は 2022 年度

に変更することとした（1/21 会議にて） 

その

他活

動、

備考 

■外部への講師・委員等推薦・派遣 

 ・上越市障害支援区分等審査会委員／秋山武司理事、稲田強会員、田鹿雪乃委員 

 ・新潟市精神医療審査会委員／久根内恵子会員 

■その他 

 ・認定研修（障がい者の生活支援研修）更新申請提出（10 月） 

  

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を

高めるための事業（会員活動部・生活更生保護、児童家庭支援班） 

活動

方針 

社会福祉の分野を広く見通し、あらゆる生きづらさを抱える人々への支援を考え、支援スキルを

向上できる研修を企画する。 

今年度は「生活困窮者支援」「児童への支援」についての研修を実施する。 

→10 月の運営委員会にて「生活困窮者支援」から「引きこもり支援」に関する内容へと変更すること

とした。 

活動

評価 

 今年度は「生活困窮者」と「児童への支援」の 2 本の柱で研修を実施していく計画であった

が、対面で行ないたかった研修をコロナ拡大により延期とし、十分な活動とは言えなかった。 

 自ら希望して当班の運営委員に加入してくださる方が増え、検討会議では活発な意見交換がな

され意欲的に活動が行えている。今後はさらに充実した研修を行なっていけると確信している。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

定例会議（各研修打合せ） 

5 月 30 日（日） 

8 月 1 日（土） 

10 月 23 日（土） 

12 月 5 日（日） 

オンライン（Zoom） 

ユニゾンプラザ 

定例会議（次年度活動関連） 
8 月 29 日（日） 

1 月 10 日（月） 
ユニゾンプラザ 

部門

が主

催す

る研

修 

研修名 実施日 実施方法・会場 

児童の社会的養護とアフターフォ

ローについて考える講座 
8 月 28 日（土） 

オンライン（Zoom） 

65 名参加 

今さら聞けない引きこもり支援の

こと 

2022 年 2 月 26 日（土）ユニゾンプラザでの実施を予定して

いたが、新型コロナウイルス感染拡大状況を鑑み、2022 年

度に延期することとした（2/4 内部役員会にて） 

その

他活

動、

備考 

■外部への講師・委員等推薦・派遣 

・上越市いじめ問題再調査委員会委員／佐藤洋会員 

  

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を

高めるための事業（人材育成・スーパービジョン支援班） 

活動

方針 

（1） 実習指導者養成研修 

・当会の実習指導者講習会は隔年実施としていたが、2019 年度に引続き 2020 年度は現行カリ

キュラム最後の講習会として zoom にて開催。2020 年度は講習会定員を 80 名として開催し

たところ、定員を大きく超える 140名超の方からお申込みをいただき、82名の受講を受け入

れた。 

・社会福祉士の新カリキュラムに対応した実習指導者養成研修を日本社会福祉士会でも検討し

ており、これに伴い実習指導についてもプログラムが変更される予定である。本会でも来年

度以降の開催を目指し、講師養成を行うこととする。 

 →2021 年 8 月の内部役員会にて、今年度も実習指導者講習会（現行カリキュラム）を開催する

方向とした。 

（２）実習指導者フォローアップ研修 

・新カリキュラムにおいて必要となるフォローアップ内容を確認した上で行う予定。 

（３）スーパービジョン支援 

・生涯研修制度・基礎課程修了者を中心に、スーパービジョンのコーディネート支援申込が少

しずつ増えている状況が認められる。現在、新潟県の登録スーパーバイザーは 16 名、うち

当会が申込窓口となっているバイザーは 13 名であるが、地域や領域に偏りがあるなど、実

質的なバイザーの不足感がある。スーパービジョン支援の契約締結は 2 件であった。 

・普及・啓発の一環として、認定社会福祉士となった方などを中心に、スーパービジョン体験

会（自身のソーシャルワークで悩んでいることを、スーパーバイザーに話す機会をつくる）

を行い、スーパーバイザーの紹介及び SV 支援の周知及びバイザーとなれる人材の確保を見

据え、具体的な申込に繋げる機会を増やす。 

・スーパーバイザーの意見交換・情報交換の機会を設け、その質の向上をサポートする。 

（４）養成校との連携 

・日本ソーシャルワーク教育学校連盟新潟県支部や各養成校との連携や依頼に応じ講師を派遣

できるよう、人材の確保と人材育成を行う予定。 

活動

評価 

① 実習指導者養成研修 

オンライン研修で実施し 93名が修了。現行カリキュラムでの講習会は本年度で終了し、次年

度より新カリキュラムでの講習会開催に向けて準備を進めていく。 

② 実習指導者フォローアップ研修 

新人、ベテラン指導者が参加できる内容を企画し、新カリキュラムに向けての不安を払拭で

きる内容となった。 

③ スーパービジョン支援 

３回の体験会を実施することができた。年度末に意見交換会を実施し、次年度の取り組みや

課題について共有した。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主た

る活

動 

（研

修以

外） 

内容 実施概要 

社会福祉士実習指導者講習会の講

師養成 

日本社会福祉士会主催講師養成研修（2022年 1月～2 月、講

義動画視聴＋ライブ配信）へ委員等 6 名参加派遣 

スーパーバイザー意見交換会 3 月 4 日（金）Zoom ミーティングで実施 

実習指導者フォローアップに関す

る検討 

日本社会福祉士会（新カリ対応プログラム）の動向や講師養

成の内容から検討／下記運営委員会にて実施 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

運営委員会 

8 月 23 日（月）、9 月 27 日（月） 

10 月 19 日（火）、11 月 25 日（木） 

12 月 23 日（木）、2 月 15 日（火） 

3 月 11 日（金） 

オンライン（Zoom） 



部門

が主

催す

る研

修 

研修名 実施日 実施方法・会場 

社会福祉士実習指導者講習会（現

行カリキュラム） 

2 月 11 日（金）、2 月 12 日（土） 

2 月 13 日（日） 

オンライン（Zoom） 

93 名修了 

社会福祉士実習指導者フォローア

ップ研修 
3 月 17 日（木） 

オンライン（Zoom） 

26 名参加 

スーパービジョン体験会 

1 9 月 11 日（土）3 組実施 

2 10 月 2 日（土）2 組実施 

3 10 月 31 日（日）2 組実施 

オンライン（Zoom） 

その

他活

動、

備考 

■他団体との会議等 

 日本ソーシャルワーク教育学校連盟関東甲信越ブロック新潟県支部主催／新潟県ソーシャルワ

ーク現場実習等養成校連絡会：9 月 22 日（水）廣川真之輔理事、事務局（畠山）参加 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 福祉社会を担う人材を養成する事業（国家試験対策講座、統一模擬試験） 

活動

方針 

例年実施している「社会福祉士国家試験対策講座」および「社会福祉士全国統一模擬試験」を

引き続き開催し、社会福祉士国家試験を目指している方を支援する。 

なお、新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、2020 年度と同様に、2021 年度は、対策講座

はオンライン、模擬試験は在宅受験の形での実施とする。 

 

（１）「社会福祉士国家試験対策講座」は新潟医療福祉大学・中央法規出版との共催にて実施す

る。2021 年度の受験ワークブックの刊行時期をふまえ、7 月頃の開講、1 科目約 2 時間・1 日

4 教科の講義を 5 日間と模擬試験 1 日間の計 6 日間での実施を予定する。 

（２）「社会福祉士全国統一模擬試験」は日本社会福祉士会の後援のもと「福祉教育カレッジ」

が作成する模擬問題を使用して実施する予定とする。 

※段階的な力試しの機会として受験者に活用してもらえるよう、（１）と（２）の模擬試験実施

日には、間にある程度の期間を設ける 

活動

評価 

2020 年より新型コロナウイルス感染拡大防止のため、国家試験対策講座は Zoom ウェビナーに

よるオンライン講座とし、模擬試験は自宅受験へと変更している。2021年度も感染拡大状況をふ

まえて同様の方法で実施した。 

■国家試験対策講座 

国家試験対策講座はオンラインであることから、県外からの参加も複数見られた。また、仕事

や家庭の状況から当日欠席となった受講者には後日の講義動画視聴（限定公開）に対応した。受

講者にとっての利便性という観点からは、国家試験対策講座についてはコロナ収束後もオンライ

ン活用が有効であると考えられる。 

なお、2022 年 3 月の第 34 回試験合格発表後に実施した講座受講者へのアンケートは、回答数

24 名、うち試験合格者 9 名（2022 年 4 月末時点）。 

■社会福祉士全国統一模擬試験 

模擬試験については、「本番に似た状況下」を体験できるという観点から、養成校からは次年

度は会場実施をしてほしいとの要望をいただいており、検討したい。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主たる

活動 

（研修

以外） 

内容 実施概要 

2021 年度社会福祉士国家試験

対策講座 

【講義】※Zoom ウェビナーで実施 

7 月 24 日（土）、8 月 7 日（土）、9 月 12 日（日） 

10 月 16 日（土）、11 月 7 日（日） 

【模擬試験】※自宅受験 

8 月 29 日（日）  

【参加者数】 

講義＋模擬試験 25 名 

講義のみ    11 名 

模擬試験のみ  11 名 

第 34 回社会福祉士全国統一模

擬試験 

【実施基準日】※自宅受験 

10 月 23 日（土） 

【受験者数】245 名 

その他

活動、

備考 

社会福祉士養成カリキュラムの改訂をふまえて、今後の対策講座の実施方法を検討していく

（新カリキュラムに対応した国家試験は 2024 年度からの予定） 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 相談支援 

活動

方針 

１．福島県復興支援員設置業務 

・福島県からの委託業務。東日本大震災で被災し新潟県に避難している人達が抱える課題の把

握・解決を図り、一日も早い帰還や生活再建に結び付けていくことを目的とするもの。 

・福島県県外駐在員等と共に、戸別訪問を通じて避難世帯の状況および課題を把握して、その課

題を解決するため関係機関との連絡調整を行う。 

・避難元・避難先自治体、民間支援団体等からの支援情報を収集し、避難者への資料提供等によ

る情報提供を行う。 

・生活再建支援拠点を運営する支援団体と連携（戸別訪問等を通じて得られた支援ニーズの共

有。支援団体が企画する交流会や説明会への協力など）して避難者の生活再建に向けた支援を

行う。 

２．福島県避難者住宅確保・移転サポート業務 

・福島県からの委託業務。避難指示が解除された区域等からの避難世帯のうち、応急仮設住宅の

供与期間終了後の新たな住宅確保の目途が立っていない世帯に対し、新たな住宅への移行が円

滑に進むよう支援を行い、生活再建を後押しする。 

・サポート対象世帯に対し、電話及び訪問による相談業務を実施し、当該世帯が有している住宅

確保に関する課題及び住宅再建先の意向を把握したうえで、新たな住宅確保に向けた必要な支

援を行う。 

３．福島県県外避難者への相談・交流・説明会事業 

・福島県からの委託業務。東日本大震災により被災し、福島県外に避難された方が身近なところ

で自立に向けた生活再建や、帰還に向けた情報収集及び相談できる生活再建支援拠点を設置及

び運営するもの。 

・相談窓口を新潟県社会福祉士会事務局に設置し避難者への情報提供、相談支援等を実施する。

また、出張相談や交流会、説明会を合わせて実施する。 

活動

評価 

１． 福島県復興支援員設置業務 

・福島県から提供される避難者名簿（全国避難者情報システムに基づく）による本事業の対象者

（福島県からの避難者）は、2021 年度は 2,572 名／922 世帯だった（2021 年 5 月）。 

・新型コロナウイルス感染症によるまん延防止等重点措置など担当の福島県職員も来県できない

状況が続き、戸別訪問は必要最小限とし、主には電話による状況把握（架電アプローチ）の実

施となった。架電により帰還や住所変更の状況などを確認できた。また、生活困窮などの状況

が見られた世帯については、生活再建支援拠点コランショ新潟と連携し、フードバンクにつな

ぐなどの対応を行なった。国や福島県の支援制度、福島県の土地家屋等に関する質問について

は福島県職員につないで対応した。 

２． 福島県避難者住宅確保・移転サポート業務 

・家賃の問題や子どもの進学等に伴う引越し先を探しているがなかなか見つからない、という世

帯に対し、新潟県宅建協会の協力を得て賃貸住宅に関する情報提供を行なった。 

３． 福島県県外避難者への相談・交流・説明会事業 

・前団体から引継ぎ、今年度から新潟県社会福祉士会事務局内に生活再建支援拠点「コランショ

新潟」を設置した。前団体での相談員を引き続き雇用したことで、避難者や関係団体との関係

をスムーズに継続することができた。 

・連携体制構築のため、定期的に市町村担当者との連絡を取った。震災から 11年経過し、多くの

避難者の生活は落ち着き、帰還せずに新潟県での定住を決める避難者も多い。一方で、避難生

活の長期化により複雑な生活課題を抱える避難世帯があったり、また、東日本大震災の避難者

支援を終了する市町村や団体も増え問題を抱えている避難者が表面化しにくくなる状況も見ら

れ、引き続き復興支援員等と連携しながら避難者のニーズ把握、訪問や架電によるアプローチ

を行なっていく必要がある。 

・今年度初めてコランショ新潟として避難者向け情報誌の発行を開始した。フードバンクによる

食糧支援の記事については複数の問い合わせがあったが、コロナ禍で訪問ができず、電話だけ

で実際の生活・困窮状況は把握しにくかった。 



通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主た

る活

動 

（研

修以

外） 

内容 実施概要 

福島県復興支援員設置業務 

1 避難世帯を対象とした相談ニーズ把握 

・訪問案内・返信用ハガキを 7 月に 721 世帯に送付 

・うち返信があったのは 185 通 

2 架電アプローチ（上記①の回答状況をふまえて、「相談が

ある」という世帯へ架電、および回答のない世帯にローラ

ーで架電） 

・2022 年 4 月～2022 年 3 月の架電世帯数 844 件（累計） 

・うち、通話できたのは 418 回（累計） 

3 戸別訪問（上記①、②により訪問の必要性があると判断し

た世帯への訪問、および継続的に支援している世帯への訪

問等） 

・2022 年 4 月～2022 年 3 月の訪問回数 15 回（累計） 

福島県避難者住宅確保・移転

サポート業務 
対象世帯への相談対応（電話、訪問等／随時）2 世帯 

福島県県外避難者への相談・

交流・説明会事業 

１ 相談窓口（生活再建支援拠点コランショ新潟）を新潟県社

会福祉士会事務局に設置 

  ・相談受付延べ数 36 件（相談受付人数 17 名） 

２ 出張相談、交流会、説明会の実施 

① ワークショップ「もしもの時に役立つ防災クッキン

グ」10 月 12 日（火）参加者 10 名 

② 阿賀野市での出張相談 1 月 6 日（木）参加者なし 

３ 避難者向け情報発信 

・広報紙の作成・送付（①9 月 ②2 月） 

  ・ホームページ、Facebook での発信 

定例

会議

等 

会議名 実施日 開催方法 

復興支援員と福島県職員（新

潟駐在）との定例ミーティン

グ 

7 月 6 日（火）、7 月 14 日（水） 

9月8日（水）、11月 30日（火） 

1月26日（水）、2月 28日（月） 

3 月 28 日（月） 

オンライン（Zoom） 

その

他活

動、

備考 

●復興支援員情報交換会・合同研修会の企画・運営（東京・埼玉・新潟の企画チーム） 

  情報交換会：8 月 3 日（火） 

  合同研修会：10 月 26 日（火） 

●その他 

・各種避難者支援に関する研修への参加（復興支援員、コランショ新潟相談員・川村） 

 ・委託元（福島県避難者支援課、ふくしま連携復興センター）との打ち合わせ等 10 月 18

日、2 月 25 日、3 月 18 日 

 

  



公益法人会計上の事業区分 その他事業 

事業内容（部門） 調査研究事業（広報委員会） 

活動

方針 

コロナ禍で集まることができず、特に実践報告集の編集はオンラインでは作業しづらく、2020

年度は例年になく困難な１年であった。2021年度もまだ同様の状況が見込まれるが、それを踏ま

えたうえで計画的に委員会活動をしていきたい。社会福祉士の活躍の場は年々拡大しており、そ

れを伝えられるような実践報告や、会の活動状況がお伝えできる事務局だよりの発行などを継続

してゆく。 

活動

評価 

 新たな運営委員を迎え始まった 2021 年度は、定期発行の「事務局だより」と、ホームページ

による情報の受発信をはじめとした働きを大切な基礎とした。 

実践報告集については、コロナ禍による影響を受け、編集会議と作業機会は感染症流行前と比

べ回数を控えたが、そのような中でも、初刊より 20 年を重ねた「新潟社会福祉士 実践報告 第 20

号」の発行ができた。執筆者をはじめ、関係してくださった皆さまに心から感謝申し上げたい。 

また、会や活動などのことを広くお伝えするパンフレットの見直しを行い、新たに作成するこ

とが出来た。 

2022 年度は、「実践報告 第 21 号」の作成と、会広報の基礎である事務局だよりやオンライン

上のコミュニケーションについて、もうひと味の工夫の検討と試みを行い、皆さまの発見や喜

び、繋がりなどの機会を育めるよう貢献していきたい。 

通年の活動（部門の主となる活動、定例会議等） 

主た

る活

動 

（研

修以

外） 

内容 実施概要 

事務局だより発刊 

新潟県社会福祉士会事務局を中心に作成・発行している「事

務局だより」について、事務局との協議や支援を行う 

【発行】①4 月 ②7 月 ③10 月 ④12 月 ⑤2 月 

実践報告集の編集および発刊 2021 年 11 月に第 20 号を発刊 

定例

会議

等 

会議名 実施日 実施方法・会場 

広報委員会 

（実践報告集編集会議） 

6 月 5 日（土） 

8 月 21 日（土） 

※担当理事引継ぎ・打ち合わせ 

10 月 16 日（土） 

新潟県社会福祉士会事務局 

その

他活

動、

備考 

 

●会パンフレットの見直し 

 


